
様式第１号（第２条関係） 

固定資産税課税免除申請書 

年  月  日 

 

池田町長  宛て 

                   住所又は所在地 

                   氏名又は法人名 

                     法人にあっては 

                     代 表 者 氏 名 

 

池田町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例第４条の規定により、 

次の固定資産税の課税免除を受けたいので申請します。 

固定資産の種類 取 得 価 格  ( 円 ) 帳 簿 価 格  ( 円 ) 課税免除の期間 

土 地    

家 屋   

償 却 資 産   

（取得価格は様式第１号の付表の合計数値を記入すること。） 

事業の用に供した新増設等の設備に関する明細 

区 分 新設・増設・改修 事業の用に

供した日 
年  月  日 

所 在 地  

事業所等の名称  上記の日の

属する事業

年度又は年 

年  月  日から 

年  月  日まで 事 業 の 種 類  

減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
格 

 

種 類 取 得 価 格  ( 円 ) 種 類 取 得 価 格  ( 円 ) 

    

    

    

    

  合 計  

摘
要 

 

 



注）１ この申請書は、正副２通を作成し、条例第４条に定めるところにより提出して

ください。 

  ２ この申請書には、次に掲げる書類を２通添付してください。 

⑴ 様式第１号の付表１による償却資産に係る取得価格等の明細書及び主要生

産品目の増加生産額内訳書並びに様式第１号の付表２による家屋及び土地に

係る取得価格等の明細書 

⑵ 事業全体の平面見取図（新設し、又は増設等した工業生産設備、課税免除の

対象となった資産等を明示するもの） 

⑶ 当該事業所の年次別建設計画及びその実績の概要を明らかにする書類 

⑷ 法人にあっては新設し、又は増設等した当該事業年度分の法人税申告書中減

価償却に関する明細書（法人税法施行規則（昭和 40年大蔵省令第 12号）別表

16又はこれに準ずるものと認められる書類）の写し、個人にあっては法人に準

じた減価償却資産の償却額の計算に関する明細書（所得税青色申告書の減価償

却費の計算書等）の写し 

  



様式第１号の付表１ 

 

償却資産に係る取得価格等の明細書 

                    

償却資産の名称 
取得の

方 法 
取得年月日 

取 得 価 格 

    （円） 

耐 用

年 数 

特別償却

の 有 無 
摘 要 

       

       

       

       

       

       

       

       

合 計       

 

 

主要生産品目の増加生産額内訳書 

 

       

区分 

 

 

品目 

新増設等した設備を

事業の用に供した日

以降の生産高  Ⓐ  

新増設等した設備を

事業の用に供した日

以前の生産高  Ⓑ  

増 加 生 産 高 

Ⓐ － Ⓑ 

数 量 金 額 

     (円) 

数 量 金 額 

 (円) 

数 量 金 額 

 (円) 

       

       

       

       

       



様式第１号の付表２ 

 

家屋及び土地に係る取得価格等の明細書 

 

家 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

屋 

所在地番 

家屋の用

途、木造、

鉄筋等の

区分及び

耐用年数 

取得の方法 

新築、譲渡、交

換等の別及び

旧所有者名 

取 得 し

た 家 屋

の 延 べ

床 面 積 

 (㎡) 

取 得 

年 月 日 

減価償却

開 始 の 

年 月 日 

 

取 得 

価 格 

  

 (円 ) 

特 別

償 却

の 

有 無 

        

        

        

        

合 計        

 
 

 

土 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地 

所在地番 
取 得 

年 月 日 

取得の方法 

譲渡、交換等

の 別 及 び 

旧 所 有 者 

取 得 し

た 工 場

の 面 積 

  (㎡) 

左のうち

工場用敷

地となる

面積 (㎡) 

左の土地の 

工場用の建 

物の建設着 

手 年 月 日 

 

取 得 価 格 

(円) 

       

       

       

       

       

       

合 計       

備考：旅館業に係る申請の場合は、本表中「工場」とあるを「宿泊」と読み替えるもの

とする。 

 


